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建築物の外壁に設ける有機系断熱材・外装材の取扱いについて 

                                         

 

平素より、建築行政の推進につきまして、多大なる御理解と御協力を賜り、厚く御

礼申し上げます。 

平成 29 年 6 月にロンドンの共同住宅において発生した火災においては、大規模な

上階延焼によって人的被害及び建物被害が拡大した可能性があることから、国土交通

省では、平成 29 年度の建築基準整備促進事業において「外壁の燃え広がりの防止に

係る性能の検証」を行いました。 

さらにその後発生した火災についても検討を行い、得られた知見について、建築物

の外壁に有機系断熱材・外装材を設ける場合に参考とされたく、下記に示しますので、

活用いただくようお願いします。 

 

記 

 

1. 建築物の外壁に設ける有機系断熱材・外装材の取扱いについて 

ロンドンの共同住宅の火災において、上階延焼により被害が拡大したとされて

いることを踏まえて、高層建築物の外壁に設ける有機系の断熱材及び外装材の取

扱いにあっては、以下の防火上の措置を講じることが有効と考えられる。 

・ 断熱材については、断熱性能を確保するため、発泡させることで密度が小さ

くなっている材料が使用されるが、火災時には、断熱材そのものが溶け落ちる

ことにより下階への影響が生じる可能性があることから、自己消火性を有する

ものとし、かつ、厚さを 100mm 以下とすること 

・ 外装材（ポリエチレンなど発熱量の大きな有機系材料を金属板で挟み込んだ

サンドイッチパネルなど）については、外装材そのものが断熱材ほどの厚みを

有していなくても、発泡させていない密度の高い材料が使用されていることか

ら、難燃処理された有機系材料を使用したものとすること 

なお、建築基準法における難燃材料として認定を受けた材料であっても、芯材

である有機系材料が難燃処理されているとは限らないことに留意されたい。 

 



 

 

2. 有機系断熱材・外装材を対象とした防火上の措置に関する情報の確認について 

有機系の断熱材及び外装材が、1.に示した防火上の措置がとられていることにつ

いて、建材メーカー団体に対し以下のいずれかの協力をお願いしているため、設

計・施工段階において確認されたい。 

・ 有機系断熱材・外装材における防火上の措置の状況について、カタログやホ

ームページ等で製品情報として表示 

・ 設計者や施工者、建物所有者等からの求めに応じ、有機系断熱材・外装材に

おける防火上の措置の状況について確認できる資料の提示 

 

3. 外壁以外の建築物の部分に使用する場合について 

平成 30 年 5 月、ポリエチレンなど発熱量の大きな有機系材料を金属板で挟み込

んだサンドイッチパネルが、1.に示した難燃処理をしない状態でバルコニーの手す

り壁・目隠し板として使用された共同住宅において、複数階の上階延焼が発生した

火災事例があった。 

手すり壁・目隠し板が取り付けられる建築物の部分については、火災時に開口部

からの噴出火炎により、パネルが両面から加熱され、パネルが連続して設置されて

いる場合には、火炎が急速に拡大し、燃え広がる可能性がある。 

こうした手すり壁・目隠し板などの外壁開口部の近傍に取り付けられる部材につ

いては、火災時の噴出火炎による影響を受けやすい位置にあることから、1.に示し

た外装材と同様に難燃処理された材料を使用することが防火上有効である。 

 


